
連結情報
中間連結財務諸表

中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

科　　　目 2021年中間期末
（2021年9月30日現在）

2022年中間期末
（2022年9月30日現在）

（資産の部）
現 金 預 け 金 1,800,612 1,433,185
コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 1,193 3,251
買 入 金 銭 債 権 16,501 14,008
商 品 有 価 証 券 23 47
金 銭 の 信 託 2,010 2,000
有 価 証 券 1,753,687 1,469,595
貸 出 金 4,088,011 4,349,460
外 国 為 替 4,976 3,512
リース債権及びリース投資資産 28,249 29,447
そ の 他 資 産 68,799 91,042
有 形 固 定 資 産 45,354 43,814
無 形 固 定 資 産 3,615 3,066
退 職 給 付 に 係 る 資 産 29,587 37,741
繰 延 税 金 資 産 819 838
支 払 承 諾 見 返 14,376 17,749
貸 倒 引 当 金 △21,057 △20,965
資 産 の 部 合 計 7,836,762 7,477,797
（負債の部）
預 金 5,443,225 5,668,923
譲 渡 性 預 金 189,604 174,424
コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 265,000 385,000
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 536,835 271,400
借 用 金 860,130 442,360
外 国 為 替 273 322
そ の 他 負 債 62,235 88,859
賞 与 引 当 金 252 257
退 職 給 付 に 係 る 負 債 443 468
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 107 95
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,638 1,690
ポ イ ン ト 引 当 金 512 479
偶 発 損 失 引 当 金 305 295
特 別 法 上 の 引 当 金 2 2
繰 延 税 金 負 債 51,570 38,349
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 2,491 2,451
支 払 承 諾 14,376 17,749
負 債 の 部 合 計 7,429,004 7,093,130
（純資産の部）
資 本 金 20,000 20,000
資 本 剰 余 金 10,385 10,385
利 益 剰 余 金 257,547 268,742
自 己 株 式 △173 △173
株 主 資 本 合 計 287,760 298,954
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 114,562 74,861
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △2,984 552
土 地 再 評 価 差 額 金 4,125 4,185
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 4,207 6,005
その他の包括利益累計額合計 119,910 85,604
新 株 予 約 権 87 107
純 資 産 の 部 合 計 407,758 384,666
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 7,836,762 7,477,797

科　　　目
2021年中間期
（2021年4月  1日から

2021年9月30日まで）
2022年中間期
（2022年4月  1日から

2022年9月30日まで）
経 常 収 益 44,901 50,452
資 金 運 用 収 益 24,964 27,419
（う ち 貸 出 金 利 息） 16,642 18,500

（うち有価証券利息配当金） 7,982 7,990

役 務 取 引 等 収 益 9,652 9,482
そ の 他 業 務 収 益 8,542 8,744
そ の 他 経 常 収 益 1,741 4,807

経 常 費 用 35,039 39,741
資 金 調 達 費 用 1,238 2,105
（う ち 預 金 利 息） 189 128

役 務 取 引 等 費 用 2,421 2,514
そ の 他 業 務 費 用 7,020 11,261
営 業 経 費 21,290 20,591
そ の 他 経 常 費 用 3,067 3,267

経 常 利 益 9,862 10,711

特 別 利 益 5 38
固 定 資 産 処 分 益 5 38

特 別 損 失 220 298
固 定 資 産 処 分 損 161 159
減 損 損 失 58 138
金融商品取引責任準備金繰入額 0 0

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 9,647 10,451
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,831 2,468
法 人 税 等 調 整 額 △17 507
法 人 税 等 合 計 2,814 2,975
中 間 純 利 益 6,833 7,475
親会社株主に帰属する中間純利益 6,833 7,475

中間連結損益計算書
中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

科　　　目
2021年中間期
（2021年4月  1日から

2021年9月30日まで）
2022年中間期
（2022年4月  1日から

2022年9月30日まで）
中 間 純 利 益 6,833 7,475

そ の 他 の 包 括 利 益 7,755 △23,280

その他有価証券評価差額金 7,643 △25,773

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 462 2,966

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 △351 △473

中 間 包 括 利 益 14,588 △15,805

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 14,588 △15,805

中間連結包括利益計算書
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中間連結株主資本等変動計算書

2022年中間期（2022年4月1日から2022年9月30日まで）  （単位：百万円）

　 株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 20,000 10,385 262,680 △173 292,892
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,394 △1,394
親会社株主に帰属する中間純利益 7,475 7,475
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
土地再評価差額金の取崩 △18 △18
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）

当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― ― 6,062 △0 6,062
当 中 間 期 末 残 高 20,000 10,385 268,742 △173 298,954

（単位：百万円）

　
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 100,635 △2,414 4,166 6,479 108,866 87 401,847
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,394
親会社株主に帰属する中間純利益 7,475
自 己 株 式 の 取 得 △0
土地再評価差額金の取崩 △18
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △25,773 2,966 18 △473 △23,262 19 △23,242

当 中 間 期 変 動 額 合 計 △25,773 2,966 18 △473 △23,262 19 △17,180
当 中 間 期 末 残 高 74,861 552 4,185 6,005 85,604 107 384,666

2021年中間期（2021年4月1日から2021年9月30日まで）  （単位：百万円）

　 株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 20,000 10,386 252,070 △40 282,416
会計方針の変更による累積的影響額 △93 △93

会計方針の変更を反映した当期首残高 20,000 10,386 251,976 △40 282,322
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,270 △1,270
親会社株主に帰属する中間純利益 6,833 6,833
自 己 株 式 の 取 得 △160 △160
自 己 株 式 の 処 分 △0 27 26
土地再評価差額金の取崩 7 7
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）

当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― △0 5,571 △132 5,437
当 中 間 期 末 残 高 20,000 10,385 257,547 △173 287,760

（単位：百万円）

　
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 106,918 △3,447 4,133 4,558 112,162 97 394,676
会計方針の変更による累積的影響額 △93

会計方針の変更を反映した当期首残高 106,918 △3,447 4,133 4,558 112,162 97 394,583
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,270
親会社株主に帰属する中間純利益 6,833
自 己 株 式 の 取 得 △160
自 己 株 式 の 処 分 26
土地再評価差額金の取崩 7
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 7,643 462 △7 △351 7,747 △9 7,737

当 中 間 期 変 動 額 合 計 7,643 462 △7 △351 7,747 △9 13,175
当 中 間 期 末 残 高 114,562 △2,984 4,125 4,207 119,910 87 407,758
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科　　　　　目
2021年中間期

（2021年4月 1日から
2021年9月30日まで）

2022年中間期

（2022年4月 1日から
2022年9月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 9,647 10,451
減 価 償 却 費 2,157 2,018
減 損 損 失 58 138
貸 倒 引 当 金 の 増 減（△） 1,657 △36
賞与引当金の増減額（△は減少） 4 14
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △807 △983
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 21 12
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 △27
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 35 60
ポイント引当金の増減額（△は減少） △3 △10
偶 発 損 失 引 当 金 の 増 減（△） △21 6
資 金 運 用 収 益 △24,964 △27,419
資 金 調 達 費 用 1,238 2,105
有 価 証 券 関 係 損 益（△） △1,155 △1,183
金銭の信託の運用損益（△は運用益） 6 △8
為 替 差 損 益（ △ は 益 ） △1 ―
固定資産処分損益（△は益） 156 121
貸 出 金 の 純 増（△）減 △116,865 △149,104
預 金 の 純 増 減（△） 62,126 26,381
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減（△） 39,398 7,057
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 159,345 △404,471
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △325 634
コールローン等の純増（△）減 10,234 2,326
コールマネー等の純増減（△） 65,000 100,000
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 48,836 2,854
外国為替（資産）の純増（△）減 2,545 1,729
外国為替（負債）の純増減（△） △90 159
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △2,399 △203
資 金 運 用 に よ る 収 入 25,288 26,483
資 金 調 達 に よ る 支 出 △1,336 △1,943
そ の 他 △5,640 △20,600
小 計 274,154 △423,437
法 人 税 等 の 支 払 額 △3,146 △1,697
営業活動によるキャッシュ・フロー 271,008 △425,134

投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △251,618 △223,498
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 75,493 115,843
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 138,252 95,856
有形固定資産の取得による支出 △1,072 △783
有形固定資産の売却による収入 164 248
無形固定資産の取得による支出 △262 △306
投資活動によるキャッシュ・フロー △39,042 △12,639

財務活動によるキャッシュ・フロー
配 当 金 の 支 払 額 △1,268 △1,393
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △160 △0
そ の 他 0 ―
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,428 △1,393

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 ―
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 230,537 △439,167
現金及び現金同等物の期首残高 1,566,109 1,869,053
現金及び現金同等物の中間期末残高 1,796,647 1,429,885
　当行の中間連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人の監査を受けており
ます。

5 中間期ディスクロージャー誌  2022  資料編 THE HYAKUGO BANK, LTD.

010_0718828082301.indd   5010_0718828082301.indd   5 2023/01/11   13:58:092023/01/11   13:58:09



注記事項（2022年中間期）
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1.	 連結の範囲に関する事項

(1)  連結子会社　11社
会社名
百五ビジネスサービス株式会社　百五管理サービス株式会社
百五不動産調査株式会社　百五オフィスサービス株式会社
百五スタッフサービス株式会社　百五証券株式会社
株式会社百五カード　百五リース株式会社
株式会社百五総合研究所　百五コンピュータソフト株式会社
百五みらい投資株式会社

(2)  非連結子会社　 5社
会社名
一般社団法人フロンティア・アセット・ホールディングス
有限会社フロンティア・アセット・コーポレーション
百五6次産業化投資事業有限責任組合
AIDMA1号投資事業有限責任組合
AIDMA2号投資事業有限責任組合
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結
の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな
い程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

(3)   他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会
社としなかった当該他の会社等の名称
会社名
HM　holdings株式会社
株式会社ツリークライミングワールド
バイザー株式会社
ゼノア環境装置株式会社
株式会社アサヒダイテック
DIAホールディングス株式会社
ダイアトップ株式会社
投資事業等を営む非連結子会社が、投資育成目的のため出資したものであり、傘下

に入れる目的ではないことから、子会社として取り扱っておりません。
2.	 持分法の適用に関する事項

(1)  持分法適用の非連結子会社　　―社
(2)  持分法適用の関連会社　　　　―社
(3)  持分法非適用の非連結子会社　 5社

会社名
一般社団法人フロンティア・アセット・ホールディングス
有限会社フロンティア・アセット・コーポレーション
百五6次産業化投資事業有限責任組合
AIDMA1号投資事業有限責任組合
AIDMA2号投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の
対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から
除いております。

(4)  持分法非適用の関連会社　　　―社
3.	 連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。
4.	 開示対象特別目的会社に関する事項

該当事項はありません。
5.	 会計方針に関する事項
（1） 商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）によ
り行っております。

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法
①  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法
（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）、ただし市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によ
り行っております。

  　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

②  有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用
されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

(3)  デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4)  固定資産の減価償却の方法
①  有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し
計上しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建　物　　15年～50年
　　その他　　  4年～15年

②  無形固定資産（リース資産を除く）
  　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエ
アについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（5年）に基づいて償却
しております。

③  リース資産
  　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐
用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース
契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としております。

(5)  貸倒引当金の計上基準
貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、次のとおり計上しております。
当行では、債務者の財務情報等の定量的な情報を用いたシステムにおける判定を基

礎としつつ、将来の業績見込み等の定性的な要素も勘案して、債務者を「正常先」「要
注意先」「破綻懸念先」「実質破綻先」「破綻先」の5段階に区分した後、回収の危険性
又は価値の毀損の危険性を個別に検討の上、資産の分類を行っております。
正常先とは、業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められ

る債務者であります。要注意先とは、金利減免・棚上げを行っているなど貸出条件に
問題のある債務者、元本返済若しくは利息支払が事実上延滞しているなど履行状況に
問題がある債務者のほか、業況が低調ないしは不安定な債務者又は財務内容に問題が
ある債務者など今後管理に注意を要する債務者であります。破綻懸念先とは、現状、
経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改善計画等の進捗が芳しくな
く、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者であります。実質破綻
先とは、法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深刻な経営難の状
態にあり、再建の見通しがない状況にあると認められるなど実質的に経営破綻に陥っ
ている債務者であります。破綻先とは、法的・形式的な経営破綻の事実が発生してい
る債務者であります。
実質破綻先及び破綻先に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、破綻
懸念先に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額について今後3年間の予想損失額を見込んで計上し
ております。予想損失額は、3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の5算定
期間における平均値に基づく損失率と、より長期の過去の一定期間における平均値に
基づく損失率とを比較し、いずれか高い方を用いて算定しております。
破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に係る債権以外の債権については、今後1年間

の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額
は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の5算定期間における
平均値に基づく損失率を用いて算定しております。
なお、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額は、資産の自己査定基

準に基づき、担保の評価や種類、保証の種類などに応じて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
連結子会社の貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準により、当行と同じ方法

により計上しております。
(6)  賞与引当金の計上基準

連結子会社の賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

(7)  役員退職慰労引当金の計上基準
連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、

役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生して
いると認められる額を計上しております。

(8)  睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者への払戻損失に

備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。
(9)  ポイント引当金の計上基準

ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントが将来使用された場
合の負担に備え、将来使用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる額を計
上しております。

(10) 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来

発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる額を計上しております。
(11) 特別法上の引当金の計上基準

特別法上の引当金は、金融商品取引法第46条の5第1項に定める金融商品取引責任
準備金であり、証券事故による損失に備えるため、連結子会社が金融商品取引業等に
関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。

(12) 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間

に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用
及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用　　： その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（3年）

による定額法により損益処理
数理計算上の差異： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発
生の翌連結会計年度から損益処理

また、当行の執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、執行役員に対する退
職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められ
る額を中間連結貸借対照表上の「退職給付に係る負債」に計上しております。
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当中間連結会計期間末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

(13) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行及び連結子会社の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換

算額を付しております。
(14) 収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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(15) 重要なヘッジ会計の方法
①  金利リスク・ヘッジ
　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀
行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別委員会実務指針第24号2022年3月17日）に規定する繰延ヘッ
ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘ
ッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。ま
た、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の
金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
　また、一部の資産・負債については、包括ヘッジ、あるいは金利スワップの特
例処理を行っております。
　連結子会社のヘッジ会計の方法は、当行に準じた方法により行っております。

②  為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号2020年10月8日）に規
定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建
金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為
替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に
見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しております。

(16) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上

の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

会計方針の変更
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
   　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月17日。
以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算
定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これにより、従来は取
得原価をもって連結貸借対照表価額としておりました一部の投資信託について、基準価額等を
時価として時価評価する方法へと変更しておりますが、中間連結財務諸表に与える影響は軽微
であります。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）
   　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の影響に関す
る会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含
む仮定について重要な変更はありません。

中間連結貸借対照表関係
  1.  非連結子会社の出資金の総額
  　　出資金  2,843百万円
  2.   無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中

の国債に含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。  9,840百万円
  　使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は該当ありません。
  3.   銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ

ります。なお、債権は、中間連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及
び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価
証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものでありま
す。

  　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額  8,069百万円
  　　危険債権額  48,644百万円
  　　三月以上延滞債権額  30百万円
  　　貸出条件緩和債権額  9,306百万円
  　　合計額  66,050百万円
　　 　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開

始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権であります。

　　 　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が
悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で
破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

　　 　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延して
いる貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであ
ります。

　　 　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に
該当しないものであります。

　　 　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
  4.   手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号2022年3月17日）に基づき金融取引として
処理しております。これにより受け入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で
自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおりであります。

    3,069百万円
  5.  担保に供している資産は次のとおりであります。
  　　担保に供している資産  有価証券  847,602百万円
  　　担保資産に対応する債務  預金  23,842百万円
    債券貸借取引受入担保金  271,400百万円
    借用金  434,900百万円
  　上記のほか、為替決済等の取引の担保等として、次のものを差し入れております。
  　　有価証券  1,010百万円
  　　現金預け金  200百万円
　　 　また、その他資産には、保証金、中央清算機関差入証拠金及び金融商品等差入担保金が含
まれておりますが、その金額は次のとおりであります。

  　　保証金  1,452百万円
  　　中央清算機関差入証拠金  25,000百万円
  　　金融商品等差入担保金  22,506百万円
  6.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資
金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のと
おりであります。

  　　融資未実行残高    1,307,235百万円
  　　　うち原契約期間が1年以内のもの又は
  　　　任意の時期に無条件で取消可能なもの  1,208,846百万円
　　 　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行

残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与える
ものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契
約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて預金・不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め
定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保
全上の措置等を講じております。

  7.   土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。

  　　再評価を行った年月日　　1998年3月31日
  　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法
  　　　 土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第4

号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額に基づいて、奥行価格補正、不整形地補正等の合理的な調整を行
って算出しております。

  8.   有形固定資産の減価償却累計額
  　　減価償却累計額  39,067百万円
  9.   「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に

対する保証債務の額  31,639百万円
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中間連結損益計算書関係
  1. 「その他経常収益」には、次のものを含んでおります。
  　　株式等売却益  4,624百万円
  2. 「営業経費」には、次のものを含んでおります。
  　　給料・手当  10,206百万円
  3. 「その他経常費用」には、次のものを含んでおります。
  　　貸倒引当金繰入額  2,548百万円
  　　株式等売却損  443百万円
  　　株式等償却  0百万円

中間連結株主資本等変動計算書関係
  1.  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期首株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数 摘要

発行済株式
　普通株式 254,119 ― ― 254,119
　合計 254,119 ― ― 254,119
自己株式
　普通株式 536 0 ― 536 （注）
　合計 536 0 ― 536

  （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であ
ります。

  2.  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）当中間連結会計
期間末残高 摘要当連結会計

年度期首
当中間連結会計期間 当中間連結

会計期間末増加 減少

当行
ストック・
オプションとしての
新株予約権

― 107百万円

合計 ― 107百万円
  3.  配当に関する事項
  (1)　当中間連結会計期間中の配当金支払額
（決　議） 株式の種類 配当金の総額 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日
2022年6月23日
定時株主総会 普通株式 1,394百万円 5.50円 2022年

3月31日
2022年
6月24日

  (2)　 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会
計期間の末日後となるもの

（決　議） 株式の
種類

配当金
の総額 配当の原資 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日
2022年11月9日
取締役会

普通
株式 1,521百万円 その他利益剰余金 6.00円 2022年

9月30日
2022年
12月9日

中間連結キャッシュ・フロー計算書関係
  1.   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　現金預け金勘定 1,433,185百万円
　日銀預け金を除く預け金 △3,299百万円
　現金及び現金同等物 1,429,885百万円

リース取引関係
（借手側）
　オペレーティング・リース取引
  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
  　　1年内  625百万円
  　　1年超  860百万円
  　　合計  1,486百万円
（貸手側）
  1.  ファイナンス・リース取引
  (1)　リース投資資産の内訳
    リース料債権部分  25,962百万円
    見積残存価額部分  1,309百万円
    受取利息相当額（△）  1,867百万円
    合計  25,404百万円
  (2)　リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の回収予定額

リース債権 リース投資資産
1年以内 1,180百万円 7,241百万円
1年超2年以内 928百万円 6,406百万円
2年超3年以内 697百万円 4,862百万円
3年超4年以内 425百万円 3,510百万円
4年超5年以内 202百万円 2,036百万円
5年超 741百万円 1,905百万円
合計 4,176百万円 25,962百万円

  2.  オペレーティング・リース取引
  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
  　　1年内  751百万円
  　　1年超  1,096百万円
  　　合計  1,848百万円
  3.  転リース取引
  利息相当額控除前の金額で中間連結貸借対照表に計上している金額
  　　リース投資資産  191百万円
  　　リース債務  191百万円

金融商品関係
金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項
中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は、次のとおりであ

ります。
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
（1） 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品
  （単位：百万円）

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

買入金銭債権 ― ― 10,573 10,573
商品有価証券 20 27 ― 47
金銭の信託（運用目的） ― 2,000 ― 2,000
有価証券 460,752 947,471 49,445 1,457,669
その他有価証券 460,752 947,471 49,445 1,457,669
国債 192,992 8,763 ― 201,755
地方債 ― 472,965 ― 472,965
社債 ― 178,476 31,442 209,918
株式 181,593 456 ― 182,049
その他（＊1） 86,167 286,808 18,003 390,980

資産計 460,773 949,498 60,019 1,470,291
負債計 ― ― ― ―

デリバティブ取引（＊2）（＊3）（＊4） ― △21,656 0 △21,656
　金利関連取引 ― 769 ― 769
　通貨関連取引 ― △22,426 0 △22,426
　その他 ― ― △0 △0
（＊1） 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月

17日）第24-9項に定める基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託について
は、上記表には含めておりません。中間連結貸借対照表における当該投資信託の金額
は307百万円であります。

（＊2）   中間連結貸借対照表の「その他資産」「その他負債」に計上しているデリバティブ取引
を一括して表示しております。

　　　 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
味の債務となる項目については、△で表示しております。

　　　 なお、中間連結貸借対照表の「その他資産」「その他負債」に、金融派生商品（資産）
6,440百万円、金融派生商品（負債）28,097百万円をそれぞれ計上しております。

（＊3）   デリバティブ取引のうち、ヘッジ会計を適用している取引の中間連結貸借対照表計上
額は△13,509百万円であります。

（＊4）   ヘッジ会計を適用している取引は、ヘッジ対象である貸出金等の相場変動を相殺する
ためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、主に繰延ヘッジを適用して
おります。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ
会計の取扱い」（実務対応報告第40号2022年3月17日）を適用しております。

(2)  時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
現金預け金、コールローン及び買入手形、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び
売渡手形、債券貸借取引受入担保金は、短期間（1年以内）のものが大半を占めており、
時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

  （単位：百万円）

区分 時価 中間連結貸借
対照表計上額 差額レベル1 レベル2 レベル3 合計

買入金銭債権（＊） ― ― 3,434 3,434 3,434 ―
貸出金（＊） ― 69,288 4,252,214 4,321,503 4,330,304 △8,800
資産計 ― 69,288 4,255,649 4,324,937 4,333,738 △8,800

預金 ― 5,668,905 ― 5,668,905 5,668,923 △18
譲渡性預金 ― 174,424 ― 174,424 174,424 △0
借用金 ― 442,360 ― 442,360 442,360 ―
負債計 ― 6,285,689 ― 6,285,689 6,285,708 △18

（＊） 貸出金及び買入金銭債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しており
ます。

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資　産
買入金銭債権
買入金銭債権のうち、証券化商品については、外部業者（ブローカー等）より入手した価
額を市場公表指標、期限前償還率等との整合分析を踏まえ時価としております。一括ファク
タリングについては、債権の性質上短期のものであり、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル3に分類しております。
商品有価証券及び有価証券
商品有価証券及び有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用でき
るものはレベル1に分類しております。主に、上場株式、上場投資信託や国債がこれに含まれ
ます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル2に分類し
ております。主に、地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在
しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求めら
れるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル2に分類しております。私
募債は、元利金の合計額を、市場金利に内部格付に基づく信用リスク等を反映させた割引率
で割り引いて時価を算定しており、レベル3に分類しております。一部の円建外債は、市場公
表指標との整合分析等、定期的な状況確認を踏まえ、外部業者（ブローカー等）より入手し
た価格に基づき算出した価額を時価としており、レベル3に分類しております。
なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については、「時価情報（連結）（有価証券）」
に記載しております。

注
記
事
項

連
結
情
報
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金銭の信託
有価証券運用を目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券については、取引金融機関から提示された価格によっており、構成物のレベルに基
づき、主にレベル2に分類しております。なお、保有目的毎の金銭の信託に関する注記事項に
ついては、「時価情報（連結）（金銭の信託）」に記載しております。
貸出金
貸出金（クレジットデリバティブを内包する貸出金を除く）については、その種類、内部

格付及び期間に基づく区分ごとに、将来の元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。ただし、固定金利によるもののうち、
約定期間又は金利満期までの残存期間が短期間（1年以内）のもの及び変動金利によるものは、
貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対
するものについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定してお
り、時価は中間連結決算日における貸出金の帳簿価額から貸倒引当金計上額を控除した価額
に近似しているため、当該価額を時価としております。これらについては、レベル3に分類し
ております。
クレジットデリバティブを内包する貸出金については、主なインプットとしてクレジッ

ト・デフォルト・スワップから観察されたスプレッド及び市場金利等を用いて時価を算定し
ております。これらについては、レベル2に分類しております。
なお、連結子会社の貸出金は、重要性が乏しいことから、帳簿価額を時価としております。

負　債
預金、及び譲渡性預金
要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と

しております。定期預金及び譲渡性預金については、その種類及び期間に基づく区分ごとに
将来の元利金の合計額を市場金利で割り引いて時価を算定しております。ただし、そのうち
預入期間又は金利満期までの残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル2に分類
しております。
借用金
借用金については、その種類及び期間に基づく区分ごとに、将来の元利金の合計額を同様

の新規借入を市場で行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。た
だし、そのうち約定期間又は金利満期までの残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は
帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、
レベル2に分類しております。
なお、連結子会社の借用金は、重要性が乏しいことから、帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
店頭取引のデリバティブ取引は公表された相場価格が存在しないため、金利、外国為替相

場、ボラティリティ等のインプットを用いて、将来キャッシュ・フローの割引現在価値やオ
プション価格計算モデル等により算出した価額をもって時価としております。観察可能イン
プットのみを用いているもの、または観察できないインプットの影響が重要でないものにつ
いては、レベル2に分類しております。

（注2）  時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル3の時価に関する情報
  (1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均
有価証券
　その他有価証券
　　社債（私募債） 割引現在価値法 信用スプレッド 0.320%-50% 0.583%

  (2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益
（単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、売
却、発行
及び決済
の純額

レベル
3の時
価への
振替

レベル
3の時
価から
の振替

期末
残高

当期の損益に
計上した額の
うち中間連結
貸借対照表日
において保有
する金融資産
及び金融負債
の評価損益

損益に
計上
（＊1）

その他の
包括利益
に計上
（＊2）

買入金銭債権 10,411 ― △4 165 ― ― 10,573 ―
有価証券
　その他有価証券
　　社債（私募債）32,024 78 △13 △648 ― ― 31,442 ―
　　その他 20,008 ― △4 △2,000 ― ― 18,003 ―
（＊1） 中間連結損益計算書の「その他業務収益」に含まれております。
（＊2） 中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」

に含まれております。
  （3） 時価の評価プロセスの説明
  　 　当行グループは、財務部門において時価の算定に関する方針及び手続を定めており、

これに沿って各取引部門が時価を算定しております。算定された時価は、評価部門又は
取引部門において、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時
価のレベルの分類の適切性を検証しております。検証結果は毎期財務部門に報告され、
時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されております。

  　 　時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映でき
る評価モデルを用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合に
おいても、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との
比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

  （4） 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
  　 　社債のうち私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、信用

スプレッドであります。このインプットの著しい増加（減少）は、それ単独では、時価
の著しい低下（上昇）を生じさせることとなります。

（注3） 市場価格のない株式等及び組合出資金の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項の「有価証券」に
は含めておりません。

（単位：百万円）
区分 中間連結貸借対照表計上額

① 非上場株式（＊1）（＊2） 1,955
② 組合出資金等（＊3） 9,662

（＊1）   非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象と
はしておりません。

（＊2）   非上場株式について0百万円減損処理を行っております。
（＊3）   組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第31号2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象
とはしておりません。

ストック・オプション等関係
  1.  ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名
  営業経費  　  19百万円
  2.  ストック・オプションの内容

2022年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役（社外取締役を除く）　6名
株式の種類別のストック・オプションの
付与数（注1） 当行普通株式　66,800株

付与日 2022年7月28日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない
権利行使期間 2022年7月29日～2052年7月28日
権利行使価格（注2） 1円
付与日における公正な評価単価（注2） 294円
（注） 1. 株式数に換算して記載しております。
  2. 1株当たりに換算して記載しております。

収益認識関係
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント その他 合計銀行業 リース業 計

役務取引等収益
預金業務 911 ― 911 113 1,025
貸出業務 2,261 ― 2,261 ― 2,261
為替業務 1,485 ― 1,485 ― 1,485
証券関連業務 483 ― 483 350 834
代理業務 131 ― 131 ― 131
保護預り・貸金庫業務 66 ― 66 ― 66
保険販売業務 660 ― 660 ― 660
その他 1,611 ― 1,611 830 2,442
顧客との契約から生じる経常収益 7,611 ― 7,611 1,295 8,907
上記以外の経常収益 33,511 6,881 40,392 1,152 41,545
外部顧客に対する経常収益 41,123 6,881 48,004 2,448 50,452
（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジット

カード業務及び金融商品取引業務等を含んでおります。

1株当たり情報
  1.  1株当たり純資産額
  1株当たり純資産額    1,516円50銭
（注）1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額 384,666百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 107百万円
　うち新株予約権 107百万円
普通株式に係る中間期末の純資産額 384,559百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数 253,582千株

  2.   1株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり中間純利益及び
算定上の基礎
（1） 1株当たり中間純利益 29.47円

（算定上の基礎）
　親会社株主に帰属する中間純利益 7,475百万円
　普通株主に帰属しない金額 ―百万円
　普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 7,475百万円
　普通株式の期中平均株式数 253,582千株

（2） 潜在株式調整後1株当たり中間純利益 29.44円
（算定上の基礎）
　親会社株主に帰属する中間純利益調整額 ―百万円
　普通株式増加数 287千株
　　うち新株予約権 287千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―　
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セグメント情報
1．報告セグメントの概要
    当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評
価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
    当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務などの金融サービスに係る事業を行っております。
    したがって、当行グループは、金融サービスに係る事業内容を基礎とした業務区分別のセグメントから構成されており、「銀行業」及び「リース業」の２
つを報告セグメントとしています。
   「銀行業」は、預金・貸出業務等を行っております。「リース業」は、リース業務等を行っております。
2．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法
    報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であり、報告セグメント
の利益は経常利益をベースとした数値であります。
    また、セグメント間の内部経常収益は市場実勢価格に基づいております。
3．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報
（2021年中間期）

（単位：百万円）

報告セグメント その他 合計 調整額 中間連結財務諸表
計上額銀行業 リース業 計

経 常 収 益
外部顧客に対する経常収益 35,856 6,437 42,293 2,608 44,901 ― 44,901
セグメント間の内部経常収益 1,046 220 1,266 590 1,856 △1,856 ―

計 36,902 6,657 43,559 3,198 46,758 △1,856 44,901
セ グ メ ン ト 利 益 9,723 249 9,973 722 10,695 △832 9,862
セ グ メ ン ト 資 産 7,814,526 40,875 7,855,401 24,595 7,879,997 △43,234 7,836,762
そ の 他 の 項 目
減 価 償 却 費 1,810 309 2,120 37 2,157 ― 2,157
資 金 運 用 収 益 25,649 95 25,744 76 25,820 △856 24,964
資 金 調 達 費 用 1,228 33 1,262 0 1,262 △23 1,238
特 別 利 益 5 ― 5 ― 5 ― 5
（固 定 資 産 処 分 益） 5 ― 5 ― 5 ― 5
特 別 損 失 220 ― 220 0 220 ― 220
（固 定 資 産 処 分 損） 161 ― 161 0 161 ― 161
（減 損 損 失） 58 ― 58 ― 58 ― 58
税 金 費 用 2,557 54 2,611 202 2,813 0 2,814
有 形 固 定 資 産 及 び
無 形 固 定 資 産 の 増 加 額 896 444 1,341 8 1,350 ― 1,350

（注）	 1.	 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。
	 2.	 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務及び金融商品取引業務等を含んでおります。
	 3.	 調整額は、次のとおりであります。
	 	 （1）セグメント利益の調整額△832百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （2）セグメント資産の調整額△43,234百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （3）資金運用収益の調整額△856百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （4）資金調達費用の調整額△23百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 4.	 セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

（単位：百万円）

項　　　目 2021年中間期 2022年中間期
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 9,925  8,069 
危 険 債 権 額 44,457  48,644 
要 管 理 債 権 11,428 9,337
三 月 以 上 延 滞 債 権 額 49  30 
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 11,379  9,306 

小 計 65,810 66,050
正 常 債 権 4,114,213 4,384,636
合 　 　 　 　 計 4,180,024 4,450,687

（注）「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年1月24日内閣府令第3号）が2022年3月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関す
る法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権（連結）

注
記
事
項
／
銀
行
法
及
び
金
融
機
能
の
再
生
の
た
め
の
緊
急
措
置
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
債
権
（
連
結
）
／
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

連
結
情
報

10中間期ディスクロージャー誌  2022  資料編 THE HYAKUGO BANK, LTD.

010_0718828082301.indd   10010_0718828082301.indd   10 2023/01/11   13:58:102023/01/11   13:58:10



（2022年中間期）
（単位：百万円）

報告セグメント その他 合計 調整額 中間連結財務諸表
計上額銀行業 リース業 計

経 常 収 益
外部顧客に対する経常収益 41,123 6,881 48,004 2,448 50,452 ― 50,452
セグメント間の内部経常収益 1,045 180 1,225 596 1,822 △1,822 ―

計 42,168 7,061 49,230 3,044 52,275 △1,822 50,452
セ グ メ ン ト 利 益 10,695 290 10,986 564 11,550 △839 10,711
セ グ メ ン ト 資 産 7,457,593 43,203 7,500,796 23,595 7,524,391 △46,594 7,477,797
そ の 他 の 項 目
減 価 償 却 費 1,666 315 1,981 37 2,018 ― 2,018
資 金 運 用 収 益 28,143 73 28,217 74 28,291 △872 27,419
資 金 調 達 費 用 2,098 40 2,139 ― 2,139 △33 2,105
特 別 利 益 38 ― 38 ― 38 ― 38
（固 定 資 産 処 分 益） 38 ― 38 ― 38 ― 38
特 別 損 失 297 ― 297 0 298 ― 298
（固 定 資 産 処 分 損） 159 ― 159 0 159 ― 159
（減 損 損 失） 138 ― 138 ― 138 ― 138
税 金 費 用 2,740 75 2,816 159 2,975 0 2,975
有 形 固 定 資 産 及 び
無 形 固 定 資 産 の 増 加 額 1,057 309 1,367 56 1,423 ― 1,423

（注）	 1.	 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。
	 2.	 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務及び金融商品取引業務等を含んでおります。
	 3.	 調整額は、次のとおりであります。
	 	 （1）セグメント利益の調整額△839百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （2）セグメント資産の調整額△46,594百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （3）資金運用収益の調整額△872百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 	 （4）資金調達費用の調整額△33百万円は、セグメント間取引消去であります。
	 4.	 セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

時価情報（連結）

有価証券
（注）	 1.	 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権も含めて記載しております。
	 2.	 	「子会社株式及び関連会社株式」については、単体の時価情報に記載しております。

1．満期保有目的の債券
　　2021年中間期末、2022年中間期末ともに該当ありません。

（単位：百万円）

種　　類
2021年中間期末 2022年中間期末

中間連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 中間連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超 え る も の

株 式 192,353 50,019 142,333 178,034 47,910 130,123
債 券 739,961 730,586 9,375 264,403 262,714 1,688

国 債 190,325 185,003 5,322 23,742 23,456 285
地 方 債 388,885 386,081 2,804 185,740 184,646 1,093
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 160,750 159,501 1,249 54,920 54,611 309

そ の 他 337,094 318,210 18,884 140,954 138,174 2,779
小 計 1,269,410 1,098,816 170,593 583,391 448,799 134,591

中間連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超 え な い も の

株 式 4,089 4,669 △579 4,015 4,498 △483
債 券 221,603 222,706 △1,102 620,237 633,650 △13,413

国 債 102,783 103,428 △645 178,013 185,435 △7,422
地 方 債 78,308 78,570 △261 287,225 290,699 △3,474
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 40,511 40,707 △195 154,998 157,514 △2,516

そ の 他 262,142 267,355 △5,213 260,906 274,567 △13,660
小 計 487,835 494,731 △6,895 885,159 912,716 △27,557

合 計 1,757,245 1,593,547 163,698 1,468,551 1,361,516 107,034

2．その他有価証券
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3．減損処理を行った有価証券
　（2021年中間期）
　　 売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、
時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当
中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　当中間連結会計期間における減損処理額は、305百万円（うち、株式305百万円）であります。
　　 なお、有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて30％以上下落している場合は原則として実施しており
ますが、株式及び投資信託については、中間連結会計期間末日における時価が30％以上50％未満下落している場合、一定期間の時価の推移や発行会社の
財務内容等によって時価の回復可能性を判断する基準を設け、時価の回復可能性があると認められないものについて実施しております。

　（2022年中間期）
　　 売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、
時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当
中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　当中間連結会計期間における減損処理はありません。
　　 なお、有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて30％以上下落している場合は原則として実施しており
ますが、株式及び投資信託については、中間連結会計期間末日における時価が30％以上50％未満下落している場合、一定期間の時価の推移や発行会社の
財務内容等によって時価の回復可能性を判断する基準を設け、時価の回復可能性があると認められないものについて実施しております。

（単位：百万円）

2021年中間期末 2022年中間期末
評価差額 163,891 107,127
　その他有価証券 163,891 107,127
　その他の金銭の信託 ― ―
（△）繰延税金負債 49,249 32,185
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 114,642 74,942
（△）非支配株主持分相当額 80 80
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 ― ―

その他有価証券評価差額金 114,562 74,861
（注）	 評価差額には、組合等の構成資産であるその他有価証券に係る評価差額を含めております。

金銭の信託

その他有価証券評価差額金
中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

満期保有目的の金銭の信託
2021年中間期末、2022年中間期末ともに該当ありません。

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
2021年中間期末、2022年中間期末ともに該当ありません。
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